
Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

政府の取組方針

2018.8.1 第9回 海外港湾物流プロジェクト協議会

海外港湾物流プロジェクト協議会事務局
（港湾局産業港湾課）

資料



第37回経協インフラ戦略会議資料等より国土交通省港湾局作成

１．官民一体となった競争力強化
経済協力の戦略的展開、競争力の向上に向けた官民連携等

２．質の高いインフラの推進による国際貢献
インフラの国際スタンダード化、二国間対話枠組等も活用した
第三国における連携等

３．我が国の技術・知見を活かしたインフラ投資の拡大
ソフトインフラ支援等を通じた投資の拡大、先進的な技術・知見
の実証・研究開発の促進等

４．幅広いインフラ分野への取組
医療、農業・食品等新たな分野への海外展開、エネルギー・
資源分野との連携等

（注）各種統計値や業界団体へのヒアリング等を元に集計した網羅的な集計。

統計等に基づくインフラ受注実績（注）

主な分野別内訳（概数、兆円）

政府は、2013年5月、第4回経協インフラ戦略会議にて、「2020年に約30兆円（2010年約10兆円）のインフラシステム
の受注 （事業投資による収入額等を含む）」を成果目標として、「インフラシステム輸出戦略」を策定。
2018年6月、同戦略のフォローアップを目的として、「インフラシステム輸出戦略（平成30年度改訂版）」を策定。

概要

同戦略の施策体系 （4本柱）

インフラシステム輸出戦略

インフラシステム受注実績の推移

１．（４）インフラ案件の川上から川下までの一貫した取組への支援
・「川上」から「川下」までのトータルな受注を目指すに当たり、我が国公的
機関（（略）、国際港湾運営会社、（略））の有する総合的ノウハウ等を
積極的に活用

１．（５）分野別戦略等を通じた競争力強化
・産業・分野での注力領域・案件等及び官民の取組等を記載した
海外展開戦略の策定。

新たな取り組み
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国土交通省インフラシステム海外展開行動計画

◆ 政府全体の戦略である「インフラシステム輸出戦略」の国土交通省関連部分を深掘り。
◆ 熾烈化する受注競争に打ち勝つための戦略を行動計画として示す。

◆ 各地域・国ごとに焦点となる国交省関係のプロジェクトを整理し、受注に向けたより戦略的な働きかけを実施。
◆ 国交省が今後インフラ海外展開を更に強化して実施していく上で重要な点について記述。

【新たに強化していく取組み】
2. インフラ海外展開の推進体制の強化

「整備だけでなく、運営へも本邦企業が参画できるよう取組み強化を図る」

「国土交通省インフラシステム海外展開行動計画2017」（2017年3月改定）

→港湾については本邦企業の運営参画のための取組強化を明記

「国土交通省インフラシステム海外展開行動計画2018」（2018年3月改定）

◆ ５つの戦略を立て、「質の高いインフラシステム」の海外展開を進めていく。
戦略１ チームジャパンの確立
戦略２ 競争力の強化
戦略３ 増加するＰＰＰ案件への対応
戦略４ 相手国への貢献を通じた受注機会の拡大
戦略５ 受注企業への継続的サポート

◆ 新たに分野別の取組についての章を設け、鉄道、空港、港湾、都市開発・不動産開発、建設産業について
「市場の動向」、「我が国の強み・弱み」、「今後の海外展開の方向性と具体的な取組」を整理

「国土交通省インフラシステム海外展開行動計画」（2016年3月策定）
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我が企業が新たな受注を獲得する観点から 、今後３～４年間に注視すべきプロジェクト

□ムンバイ～アーメダバード間高速鉄道計画
□ベンガルール周辺環状道路建設計画
□北東州道路網連結性改善計画
□デリー東部外環道路高度道路交通システム計画

インド

ベトナム

□南北高速鉄道整備事業
□ハノイ市都市鉄道１号線及び２号線整備事業
□ホーチミン市都市鉄道３Ａ号線整備事業
□南北高速道路事業
□ハノイ市エンサ下水道整備事業
□南部ビンズン省BRT運営参画事業
□ホーチミン市地下街開発事業
□ロンタイン新空港建設・運営事業
□巡視船建造・供与

タイ

□バンコク～チェンマイ間高速鉄道計画
□バンコク～ラヨーン間高速鉄道計画
□貨物鉄道サービス改善事業
□バンコク都市鉄道オレンジライン整備事業、パープルライン延伸事業
□高速道路PPP事業
□バンスー駅周辺都市開発事業

マレーシア・シンガポール
□マレーシア～シンガポール間高速鉄道計画

□南北通勤鉄道事業（マロロス～ツツバン間）

□マニラ首都圏大量旅客輸送システム拡張事業

□マロロス～クラーク鉄道事業

□南北通勤鉄道事業南線

□マニラ首都圏地下鉄整備事業

□ミンダナオ島ダバオ市バイパス建設事業（南・中央区間）

□メトロマニラ立体交差建設事業（フェーズ６）

□マニラ首都圏主要橋梁耐震補強事業

□ニノイ・アキノ空港拡張・運営事業

フィリピン

アメリカ
□ワシントンDC～ボルティモア間の超電導リニア計画
□テキサス高速鉄道計画
□カリフォルニア高速鉄道計画

パナマ
□パナマ首都圏都市交通３号線整備計画

カンボジア

バングラデシュ

□ダッカ都市交通整備事業（１号線、５号線）
□ハズラット・シャージャラール国際空港拡張事業

（第一期）
□ジャムナ鉄道専用橋建設事業

アラブ首長国連邦

□アブダビメトロ整備事業

□新ｳﾗﾝﾊﾞｰﾄﾙ国際空港運営事業

モンゴル

□国際幹線道路改善計画

キルギス

□HS2（High Speed 2）高速鉄道計画
□サウスイースタン旅客鉄道運行事業

イギリス

ウクライナ

□ボルトニッチ下水処理場改修計画

パプアニューギニア

□ナザブ空港整備事業

□カンパラ立体交差建設・道路改良計画

ウガンダ

□カイロ地下鉄４号線第一期整備計画
□ボルグ・エル・アラブ国際空港拡張事業

エジプト

□東部回廊ボルタ川橋梁建設計画

ガーナ

ロシア

□ﾊﾊﾞﾛﾌｽｸ国際空港整備・運営事業

ペルー
□リマメトロ３号線、４号線整備事業

□ボゴタメトロ整備事業

コロンビア

□ラゴス都市鉄道整備計画

ナイジェリア

□海洋漁業調査船建造計画

モロッコ

ラオス

□ワッタイ国際空港ターミナル運営事業（延長）

ルーマニア

□ブカレスト国際空港アクセス鉄道建設計画

□モンバサ港周辺道路開発計画

ケニア

国土交通省インフラシステム海外展開行動計画2018に記載

インドネシア
□ジャカルタ都市高速鉄道（MRT）南北線北部延伸及び

東西線整備事業
□ジャワ島北幹線鉄道高速化事業
□バリ海岸保全事業（フェーズ２）

□パティンバン港開発・運営事業
□スマトラ縦貫有料道路整備事業
□ジャカルタ特別州下水道整備事業
□マカッサル高速道路事業

□南部経済回廊・国道５号線改修事業

□シハヌークビル港新コンテナターミナル整備事業
□港湾EDI整備計画
□プノンペン都市鉄道整備事業

□ヤンゴン～マンダレー鉄道整備事業
□ヤンゴン都市鉄道整備事業
□東西経済回廊整備事業
□バゴー橋整備事業

□ティラワ港拡張・運営事業
□マンダレー港整備事業
□ハンタワディー新国際空港整備・運営事業
□ヤンキン地区都市開発事業
□チャイカサン競馬場跡地都市開発事業

ミャンマー

コートジボワール

□アビジャン港穀物バース建設計画
□アビジャン３交差点建設計画

□トアマシナ港拡張計画（パッケージ２）

マダガスカル

□ナミベ港改修計画

アンゴラ

□ダカール港第三埠頭改修計画

セネガル

スリランカ

□バンダラナイケ国際空港拡張計画
□コロンボ新総合都市公共交通システム導入計画

□コロンボ南港東ターミナル拡張・運営事業
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海外社会資本への我が国事業者の参入の促進に関する法律

背景・必要性

○ 少子高齢化が進む我が国の成長戦略として、新興国を中心とした世界の旺盛なイン
フラ需要を取り込むため、民間事業者の海外展開を促進することが必要。

○ ①インフラ開発・整備は相手国政府の影響力が強く、民間事業者では相手国政府と
の連携や調整が困難、②インフラ整備等に関する専門的な技術やノウハウは独立行政
法人等の公的機関が保有しており、民間事業者のみの対応では限界あり。

法案の概要

① 国土交通大臣による基本方針の策定
海外社会資本事業への我が国事業者の参入促進に係る基本方針
を策定

② 独立行政法人等の業務規定の追加
独立行政法人等に、基本方針に基づき、海外における調査、設計等を行う海外業務を追加

※国際戦略港湾運営会社→「海外における港湾の整備及び運営並びにこれに関する調査」

③ その他
国土交通大臣による情報提供・指導・助言、関係者との連携など所要の規定を整備

・独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構

・独立行政法人水資源機構

・独立行政法人都市再生機構

・独立行政法人住宅金融支援機構

・日本下水道事業団

・成田国際空港株式会社

・高速道路株式会社

・国際戦略港湾運営会社

・中部国際空港株式会社

対象となる独立行政法人等

国土交通分野の海外インフラ事業（海外社会資本事業）について、

我が国事業者の海外展開を強力に推進するため、国土交通大臣が基本方針を定めると
ともに、独立行政法人等に海外業務を行わせるための措置を講ずる。

独立行政法人等が行う海外業務のイメージ

約43兆円／年

約65兆円／年

出典：OECD「Strategic Transport Infrastructure Needs 
to 2030」（2011）
※為替レートは2017年11月時点

世界の交通インフラ市場の伸び

（
十
億
ド
ル
／
年
）
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海外展開の方向性海外展開の方向性

Ⅰ. 川上から川下までの一貫した取組 Ⅱ. 海外展開の環境整備のための方策

（２）官民連携による計画的な案件参画
「海外港湾物流プロジェクト協議会等を通じ、さらに
上流からのニーズ把握を行い、日本企業が強みを
発揮することが可能な案件の形成を推進する。

また、海外の主要人材とのネットワークの確保・強化
を実現し、本邦企業の海外港湾プロジェクトへの進出
を支援する。

（３）海外展開可能な体制の確保
外国との港湾分野の連携拡大による国間の連携、
海外の有力企業と本邦企業との連携支援、JICA研修
等を活用した現地人材の能力向上等により、本邦

企業の海外港湾プロジェクトへの進出体制を充実させ
る。

（１）我が国の強みである「面的・広域的開発」、「質の
高い港湾建設技術」、「効率的な運営ノウハウ」の
売り込み
トップセールス、要人招聘、専門家派遣

（２）官民連携体制の強化
90社14機関が加入する「海外港湾物流プロジェクト

協議会」等を通じた官民の情報交換・案件発掘体制
の強化、港湾運営への参画強化

（３）国際標準の獲得と港湾物流に係る情報伝達の
電子化と国際的な組織との連携
港湾技術基準や港湾EDI等の海外展開を通じた
国際標準化の推進
IAPH、PIANC等の国際的な組織の活用

（４）総合的なファイナンスパッケージの提供
JOIN、JBIC、JICA、NEXI等による金融支援を
最大限活用した魅力あるファイナンス提案

海外展開戦略（港湾）の概要

（１）国際戦略港湾運営会社の海外展開
所要の法改正により、埠頭群を一体的に運営し、

アジア各地からの集荷を行っている国際戦略港湾の
運営会社の海外の港湾の運営への参画を可能とする。

5



トップセールスの実施

総理・閣僚等の外国訪問時に先方政府等に我が国インフラシステムの優位性をPRすること等を目的に
トップセールスを実施。
外国要人が訪日した際には、我が国インフラシステムの視察等を通じて、先方政府に働きかけ等を実施。

概要概要

トップセールス実施件数トップセールス実施件数

第37回経協インフラ戦略会議資料より国土交通省港湾局作成

1実施先国＝1件とカウント※経済ミッション
総理・閣僚の外国訪問に民間企業トップが同行し、政府一丸・官民連携により実施するトップセールスのこと

（先方訪日分)

総理 合計

件数
うち経済
ミッション

件数
うち経済
ミッション

件数
うち経済
ミッション

件数
うち経済
ミッション

(参考)2012年 10 0 19 1 19 4 48 5 15 28 15 58

2013年 34 8 46 7 41 5 121 20 30 72 46 148

2014年 32 10 42 10 53 7 127 27 12 41 37 90

2015年 32 9 36 4 51 9 119 22 26 62 43 131

2016年 33 1 31 1 52 6 116 8 22 46 32 100

2017年 30 6 65 2 99 11 194 19 26 70 40 136

2013年以降の合計 161 34 220 24 296 38 677 96 116 291 198 605

トップセールスの実施件数（外国への訪問分）

総理 閣僚
副大臣
政務官

合計

副大臣・政務官閣僚
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港湾インフラシステムの海外展開に関する基本方針

～川上から川下までの一貫した取組～
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港湾インフラプロジェクトの受注拡大を目指し、川上（計画・構想策定段階）から川中
（整備段階）、川下（管理・運営段階）まで、我が国の経験、技術、ノウハウを活かし、質の
高い港湾インフラシステムの海外展開を推進。

最重点地域のASEANのほか、高い経済成長を遂げた南アジア、豊富な資源を有するアフリカ等
のインフラ需要を積極的に取り込む。

拡
大

プロジェクトの流れ 日本の経験・技術・ノウハウの例

産業立地型港湾開発

質の高い港湾建設技術

効率的な運営、人材育成

・経済特区（SEZ）と一体となった港湾開発
（ミャンマー ティラワ港）

・岸壁の急速施工
（ミャンマー ティラワ港、インドネシア パティンバン港）

・地盤改良 （インドネシア パティンバン港)
・濁りを発生させない浚渫 （モザンビーク ナカラ港）

・専門家の派遣、研修の実施等による継続的な人材育成を支援
（川上～川下まで）

川上から川下までの一貫した取組 ～基本方針～

調査・設計

整備

管理・運営

計画・構想策定川上

川中

川下

概要概要
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日本の経験を活かした産業立地型港湾開発への支援

日本の成功ビジネスモデル（ジャパン・モデル）として展開中

臨海部の産業立地と港湾インフラ等を一体的に開発し、雇用と所得を創出した日本の経験を日本の成功
ビジネスモデルとして海外展開を図る。
臨海部産業立地型の港湾整備・運営を官民が一体的に実施することの有効性等のPRを図る。

日本の成功事例･･･鹿島港開発

開発前の鹿島港（1963年）

160社を超える企業が立地する現在の鹿島港

穀物・食料品 エネルギー工業品

凡例： 航路掘削範囲

【事例】SEZ開発
ミャンマー国 ティラワ地区インフラ開発等
【イメージ】

総事業費約1,400億円のうち
70%以上が公共投資

（全国総合開発計画等）

《主な視察者》
2014年10月、ミャンマー エー・ミン労働・

雇用・社会保障大臣、ハン・セイン運輸副大臣
2015年4月、タイ アーコム運輸副大臣
2016年2月、モザンビーク メスキータ運輸通信大臣
2017年2月、ミャンマー タン・ミン商業大臣

川上段階

先行開発範囲（ゾーンＡ）詳細図
（施工者：五洋建設）

【開発面積】
総面積2,400ha

ヤンゴン都市圏

ティラワ港(整備中)
（2019年供用予定）

岸壁：200m×2バース
水深：-10m
荷役クレーン等

先行開発範囲
ゾーンＡ
（404ha）

日本の技術（ジャケット工法）を活用して整備

土地契約締結企業 : 78社（2016.12時点）

うち日本企業：39社（自動車関連、電子部品、手

袋、環境、縫製、食品、カメラ三脚、建材、梱包資
材、ぬいぐるみ、職業訓練、物流、製靴、車椅子、
ゴム製品、化学、農業機械、飲料等）

第Ⅱ期
(158ha)

住宅･商業
(35ha)

第Ⅰ期
(211ha)

（87区画の内、78区画が契約済）

概 要

○製品出荷額

○人口

約20億円
(茨城県の約1%)(1960年)

約23,250億円(約2.3兆円)
(茨城県の約19%) (2015年)

57,160人
(1960年)

162,854人
(2017年)約3倍に増加

約1150倍に増加
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

我が国が誇る質の高い港湾建設技術の適用

軟弱地盤中にセメント系固化材を注入し、
軟弱地盤とともに攪拌混合することで
化学的に地盤を固化する。

沈下が少なく、改良効果が極めて高い
ため、早期に安定した堅固な地盤に
改良することが可能。

CDM工法のイメージ CDM施工の様子(ラックフェン港)

軟弱地盤上に土地を造成する際の地盤改良 （例：CDM工法）

鋼材を用いた岸壁の急速施工 （例：ジャケット工法）

鋼管で組み合わせた立体トラス構造物の脚に、
杭を打ち込んで海底地盤に固定し、杭と脚を
溶接等により一体化させた構造。

工場で製作された桟橋等のジャケットを
現地に設置することで、急速施工・早期
供用に貢献。

ジャケット工法のイメージ ジャケット据付の様子(ティラワ港)

環境に配慮した浚渫（例：密閉型グラブ浚渫工法）

重金属やダイオキシン類等で汚染された
航路や泊地における底泥の除去対策と
して開発された浚渫工法。

密閉型のグラブバケットを採用することで
濁りの発生を極力防止し、精度の高い
浚渫を実現。

密閉型グラブを用いた浚渫のイメージ

出典：東洋建設㈱

川中段階

出典：(一社)日本埋立浚渫協会
出典：五洋建設㈱

出典：(一社)日本埋立浚渫協会
出典：(一社)日本埋立浚渫協会

密閉型で薄層浚渫を可能としたグラブの一例
10



我が国の効率的な運営ノウハウの活用

ガントリークレーン1基1時間当たりの平均荷役積卸回数

出典：国内各港はターミナルオペレータからのヒアリング及びjournal of commerceより,
アメリカ及び中国は CK Hutchison Holdings HPより国土交通省港湾局作成

出典 : JOC(Journal of Commerce)

世界のコンテナターミナル生産性（※）ランキング

※１バース１時間あたりの全船型に対する平均荷役積卸回数（2014年）

我が国の港湾は高い技術力に基づいた高品質なサービスを提供しており、ガントリークレーン1基1時間当たりの
平均荷役積卸回数が最大６０個を超えるなど、世界の中でも高い生産性を有している。
また、横浜港南本牧ふ頭（MC-1,2）が2012年から3年連続「世界一生産性の高いターミナル」に選出されるなど、
船社に対して世界的に高品質・高水準の港湾サービスを提供している。

概要概要

川下段階
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支援対象国に対して、川上（計画段階）から川下（運営段階）への人材育成を実施し、プロジェクト計画・
運営能力の向上を図る。

民間企業

行政

国内における人材育成の例 支援対象国における人材育成の例

現地での企業研修・訓練
【川下】

業界団体等による研修
【川下】

写真：日本港運協会 写真：りんかい日産建設（株）

専門家派遣
・支援対象国に国交省職員を
専門家として派遣

【川上～川下】

国交省による講義 国交省職員のカンボジア派遣
※H30.6 現在 3ヶ国4名を派遣

官民連携

・国交省と民間企業による講義
【川中～川下】

セミナーの開催
・業界団体等が主催するセミナーに

国交省職員等を講師として派遣
【川上～川下】

博多港における現地研修 日比港湾セミナー2015での講演

ＪＩＣＡ研修
・国交省等による講義

【川上～川中】
・先進港湾の視察アレンジ

【川中】

※H29年度は港湾関係研修に100名を受入

人材育成 川上～川下段階

概要概要
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港湾インフラシステムの海外展開に関する取組①

～国際標準の獲得～
～情報伝達の電子化～
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カスタムメイド
日本基準

ベトナム国家港湾基準として発行

日本企業が海外ビジネスを有利に展開できるよう、旺盛なインフラ需要が見込まれるアジア諸国等の発展途上国を対象に、

日本の既存基準類（港湾）を相手国の自然条件や技術・経済水準等に合わせた形で容易にカスタムメイドできる手法を確立し、
日本のものをベースにした技術・基準類の国際展開を目指す。

日本のものをベースにした技術・基準類を相手国ニーズに応じてカスタムメイドできる手法の確立

⇒ 日本のものをベースにした技術・基準類の戦略的な国際展開の実現

日本企業の海外港湾インフラビジネスにおける競争力の維持・向上

＜現状の問題点＞

ユーロコード（欧州規格）等の世界的な普及戦略

発展途上国で求められる技術水準と国内基準の乖離

⇒ 日本の技術・基準のプレゼンスの低下に伴う、
日本企業の競争力の低下

＜課題＞

日本の既存基準類を相手国の基準体系、自然条件、
技術水準等に合わせた形で容易にカスタムメイドでき
る手法の構築

＜内容＞

国総研とITST（運輸科学技術研究所）の港湾部門にて共同検討

設計基準2編（総則、荷重・作用編）、施工基準案を共同策定し、

ベトナム側の国内審査を経て、国家港湾基準として発行済（科学技術省より）

＜今後の予定＞
設計基準（材料、基礎、地盤改良、係留施設）の国家港湾基準の策定・発行

維持管理・補修基準の国家港湾基準の策定・発行

カスタムメイド化に係る知見を整理

⇒ その他ASEAN諸国へ展開

ベトナムとの共同検討を実施

積極的な展開

ベトナム国家港湾基準の策定支援に係る覚書きの署名
（平成26年3月，平成29年6月更新）に基づき、共同検討を実施中

研究の背景・目的

現状の問題点と課題 ベトナムとの連携共同

成果

港湾関連産業技術・規格の国際標準化
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日ASEAN交通連携 ～ASEAN共通の港湾整備のプラットフォーム～

日ASEAN間の新しい協力・強調・協働により、（1）ASEAN諸国の持続的発展の促進・支援；（2）ASEAN地域の連携
強化；（3）ASEAN諸国・地域と日本との問題意識の共有、政策協調及び連携強化を目指すものとして、日ＡＳＥＡＮ
交通連携があり、個別プロジェクトを実施している。
港湾分野では、「港湾技術共同研究」、「港湾保安向上行動計画」のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを展開。

日ASEAN港湾保安向上行動計画 (RAPPS: Regional Action Plan on Port Security)

港湾技術共同研究プロジェクト (Port Technology Joint Research Project)

2003年～2005年 港湾維持管理・補修技術に関する会合を開催

2006年～2007年 インド洋津波の被災国及びASEAN 各国向け 津波ハザードマップ
マニュアル』の作成・周知

2008年～2010年 ASEAN 諸国の現状・事情を踏まえた「港湾施設の戦略的維持管理
ガイドライン」の作成

2011年～2013年 ASEAN全域で適用可能な「港湾EDI導入ガイドライン」の作成

2014年～2016年 ASEAN諸国向け「港湾防災ガイドライン」の作成

2017年～2019年 ASEAN諸国向け「航路の維持管理ガイドライン」 の策定

概要

第15回日ＡＳＥＡＮ港湾技術者会合

航路の維持管理セミナー

2004年7月の改正SOLAS条約の発効を受け、これまで改正SOLAS条約への対応、ASEAN地域の港湾保安対策の質の
向上、日ASEAN地域の効果的な保安人材の育成等の目的のために取り組んできた。
⇒専門家会合や合同訓練等を実施。
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税関

保安当局

港湾管理者

船舶代理店（申請者） 入国管理

検疫

電子申請システムが無いため、複数の行政機関に書類の提出が必要。

試行版の運用し、そこから得られた課題を踏まえ、ミャンマーが希望する『Port-MIS』を導入。
港湾物流に係る情報伝達の電子化、簡素化、及び可視化を実現。

インターネット
船舶代理店（申請者）

本格的な港湾情報ネットワークの構築

港湾管理者

ASEANにおける重要海運
ルートの例

海外港湾EDI
システムを普及

邦船社・荷主企業等

ASEAN各国

イメージ図

第12回日ＡＳＥＡＮ交通大臣会
合において、港湾EDI導入ガイ
ドラインが承認

現状

将来（ミャンマーの事例）

■ミャンマーにおける港湾ＥＤＩの導入経緯
2015年3月19日 無償資金協力にかかるE/N締結

「港湾近代化のための電子情報処理システム整備計画」（供与限度額17億2,000万円）
2015年3月26日 G/A締結
2015年10月 (株)日立ソリューションズが、港湾EDIシステム開発を受注
2018年5月 本格システムの運用開始

■第12回 日・ASEAN交通大臣会合にて承認された「港湾EDI導入のためのガイドライン」、ミャンマーのEDIシステムの導入実績経験を基に、
ASEAN各国に港湾ＥＤＩを普及

港湾ＥＤＩシステムの導入

2018年 3月 ミャンマーに続き、カンボジアで、港湾EDIシステム導入のための協力準備調査（～2019年1月上旬予定）を開始

ASEAN地域全体における港湾物流の電子化や簡素化等の推進により、物流効率化や物流コスト削減を図る
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港湾インフラシステムの海外展開に関する取組②

～国際関係機関との連携～
～各国との連携～
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署名関係者

署名の様子

＜平成28年10月5日署名 7カ国8者＞
• 国土交通省港湾局（日本）※ 港湾局長が署名
• シンガポール海事港湾庁（シンガポール）
• 蔚山港湾公社（韓国）
• ロッテルダム港湾公社（オランダ）
• アントワープ港湾公社（ベルギー）
• ゼーブルージュ港湾公社（ベルギー）
• ノルウェー海事庁（ノルウェー）
• ジャクソンビルチャンバー（ジャクソンビル港）（米国）

＜平成29年7月10日署名 3カ国3者＞
• バンクーバー港湾公社（カナダ）
• マルセイユ港湾公社（フランス）
• 浙江省港湾投資・運営グループ（寧波港）（中国）

署 名 者

「LNGを船舶燃料として開発するための協力に関する覚書（MOU）」について

平成28年10月5日、シンガポールにて開催された第19回SIBCON2016※１において、「LNGを船舶燃料として
開発するための協力に関する覚書（MOU ※２ ）」を国土交通省港湾局を含めた7カ国（8者）で署名。同覚書は、
ＬＮＧ燃料船の導入促進を図るため、ＬＮＧバンカリング拠点のネットワークを世界で構築することを目指している。

平成29年7月10日には新たに3カ国（3者）が加入し、国際的なネットワークがより一層強化されることになった。
※１ SINGAPORE INTERNATIONAL BUNKERING Conference and Exhibition ※２ MOU：MEMORANDUM OF UNDERSTANDING

Ｌ Ｎ Ｇ バンカリングに関する基準等の調和を図ることで港湾におけるＬ Ｎ Ｇ
バンカリング拠点のネットワークを構築し、船舶燃料の重油等からＬ Ｎ Ｇ への
転換を促進

目 的

（出典：ＭＰＡのＨＰより）10カ国（11者）
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「シンガポール＆日本 港湾セミナー 2017 in シンガポール」の開催

「港湾分野における協力に関する覚書（平成29年4月3日署名）」に基づき、

“LNGバンカリングの推進”及び“次世代コンテナターミナルの実現”をテーマとするセミナーを開催

【主 催】 在シンガポール日本大使館、国土交通省港湾局、シンガポール海事港湾庁

【日時・場所】 平成29年8月28日（月）14:30～16:00 於：シンガポール

【参 加 者】 来賓：石井大臣、タン長官、篠田大使、菊地局長 （参加者：約100名）

１．挨 拶

・石井国土交通大臣

「両国が主導するLNGバンカリングに関する取組が世界に広がっていると実感。 今般開始するLNG
バンカリングに関する共同調査では、素晴らしい成果を強く望む。本セミナーを契機に、LNGバンカリ

ングや次世代コンテナターミナルに関する、両国の連携がさらに強化されることを期待」

・アンドリュー・タン シンガポール海事港湾庁長官

「港湾セミナーの議題に、LNGバンカリングに加えて次世代コンテナターミナルが追加された事を嬉しく

思う。また、LNGバンカリングに関する共同調査を実施できることは喜ばしいことであり、これに民間事

業者が参画することを歓迎。世界の海運を主導する両国の協力を継続・強化させるため、港湾セミナーは重要」

２．プレゼンテーション

・「ＬＮＧバンカリングの推進に向けた日本政府の取組」 国土交通省港湾局

・「横浜港におけるＬＮＧバンカリング拠点形成に向けた取組」 横浜川崎国際港湾

・「ＬＮＧ燃料に関する日本郵船の取組」 日本郵船株式会社

・「シンガポールにおけるＬＮＧバンカリングの開発」 シンガポール海事港湾庁

・「ＡＩターミナル構想について」 国土交通省港湾局

・「名古屋港におけるターミナル全体の稼働率向上に向けた取組」 株式会社豊田自動織機

・「シンガポールの次世代港湾２０３０」 シンガポール海事港湾庁

開会挨拶（石井国土交通大臣）

来賓及びセミナー発表者記念撮影
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1995年から1999年の間、年1回開催されていた日韓港湾局長会議をベースに中国が加わり３国に拡大したもの。

開催実績及び予定 ※下記（ ）は会議開催場所
＜局長会議＞ ＜課長級会合＞

第14回 2013年11月 韓国（蔚山） 6月 中国(済寧)
第15回 2014年11月 中国（南京） 7月 日本(富山)
第16回 2015年11月 日本（神戸） 6月 韓国(釜山)
第17回 2016年11月 韓国（仁川） 6月 WG会合・韓国（仁川）
第18回 2017年11月 中国（青島） 6月 WG会合・中国（北京）
第19回 2018年11月 日本(静岡(清水)予定) 6月 WG会合･日本(東京)

○第18回局長会議 議事録署名後の記念撮影
(左より)

・日本：国土交通省技術参事官 浅輪 宇充
・中国：交通运輸部水运局副局長 柳 鹏
・韓国：海洋水産部釜山港建設事務所長 金 昌均

日本： 国土交通省港湾局、国土技術政策総合研究所、港湾空港技術研究所
中国： 交通運輸部水運局、科学研究院、水運科学研究院
韓国： 海洋水産部港湾局、韓国海洋水産開発院、韓国海洋科学技術院

・3カ国の行政担当者及び研究者の間でテーマを決定し、3か年で共同研究を実施中。
・局長会議及びWG会合において、各国から研究の進捗状況を報告し、3カ国で意見交換を実施。
【現在のテーマ(2016-2018)】

・北東アジアにおける港のにぎわいづくり （日本主務）
・コンテナターミナルの効率的開発のための荷役能力の研究（韓国主務）
・日中韓における港湾法制度の比較研究（中国主務）

日中韓3カ国の港湾担当部局の局長が3カ国における港湾の発展のため、港湾行政、港湾開発
及び管理に関して、意見交換及び情報共有を行う。

【過去の共通課題例】
・日中韓における中長期港湾政策
・港湾における地震・津波対策
・港湾施設の戦略的な維持管理

ＷＧ会合
・実務担当者が局長会議において議論する事項に係る共通課題の検討状況や事前
調整、会議当日の詳細等を詰めておくため、局長会議に先立ち開催される。

・2015年まで課長級会合にあわせて開催していたが、2016年以降、課長級会合が局
長会議と同時開催となったため、単独で開催。また、同年よりWG会合と課長級・局
長級会合を同一国で開催。
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共同研究

参加メンバー

北東アジア港湾局長会議



名 称・設立 PIANC（国際航路協会）、1885年

本 部 ベルギー・ブラッセル

加盟国・会員数 政府会員38カ国を含む65カ国から団体会員約450法人、

個人会員約2000名

日本の加盟状況 ・日本は政府会員（首席代表：国土交通省港湾局長）、52法人、
個人会員115名(終身会員含む)

会 長・副会長 会長：Geoffroy Caude(フランス)

副会長：4名（アメリカ、日本＊、フランス、オーストラリア）

＊林田博 PIANC-Japan会長

国際航路協会（PIANC）は港湾・航路等の技術的課題に関する調査研究、開発途上国への技術援助などを行う非
政治的・非営利な国際機関。

PIANCで策定されるガイドライン(技術基準)類は国際的に広く参照されていることから、ガイドラインへ日本企業の
技術が反映されるよう、官民で連携してPIANC WG等に参加し、技術基準等の海外展開・国際標準化に取り組ん
でいる。

2019年 神戸において年次総会を開催予定。

※PIANC（国際航路協会）正式名称
“World Association for Waterborne Transport 
Infrastructure”
・なおPIANCの略号は旧名称
The Permanent International Association of 
Navigation Congresses に由来

国際航路協会アジア地区125周年記念式典
（2010年9月、名古屋）
125周年記念事業 皇太子殿下「お言葉」

PIANC WGにおける活動

◆52WG活動中。うち日本からは13WGに参加（2018年5月時点）
◆日本にとって、海外展開・国際標準化する必要のある技術、海外の動向を

フォローする必要のある技術等を対象としたWGへ参加。
◆活動例

- 津波対策、耐震対策等についての議論を日本が主導し、PIANCレポート「東日本大
震災による港湾の津波被害」作成、公表などを実施

- 防舷材の設計に関するWG（WG145）議論を主導 等

概要
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